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代表者

千円 県出資額 千円 県出資比率

合計 県職員 県退職者 合計 県職員 県退職者 左記以外の者

28 0 2 27 0 1 26

1 0 1 1 0 1 0

27 0 1 26 0 0 26

17 0 2 17 0 2 15

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

0 0 0 0 0 0

670,902 109,585 111,082 0 0 0

0 0 0 0 0 0

令和6年度 公社等経営評価シート
（対象期間：令和5年4月1日～令和6年3月31日）

26

県職員人件費
（県支給分）

県借入金残高

（計画）
　ホームページ等による情
報公開

県交付金・負担金・
出資金

15

県の損失補償契約等
に基づく債務残高

他団体等との連携強化

　第２次ビジョン(中期経営計画)に基
づき、事業運営に取り組んだ。

　支出経費削減を推進し、手数料
収入の確保等により、財務体質
の向上に努めた。

　ホームページ等による情報公開を
行った。

　宮崎県商工会議所連合会及び
宮崎県商工会連合会との共同事
業による取組として、中小企業等
経営基盤強化支援事業を実施
し、より密接に協調・連携すること
で中小企業連携組織支援機関と
しての機能を発揮した。

（計画）
　宮崎県商工会議所連合
会及び宮崎県商工会連合
会との共同事業による中
小企業等経営基盤強化
支援事業

（計画）
　第２次ビジョン(中期経営
計画)に基づく事業運営

26

0

（千円）

（計画）
　支出経費削減の推進

(計画)
　外部研修の有効活用

令和6年度

　県産業施策とリンクした事業を実施
することにより、より効率的な補助事
業を実施した。

(計画)
　県産業施策とリンクした
事業の実施

概
　
　
　
要

電話番号

②
公
社
等
の
経
営
見
直
し

令和4年度

ホームページ

より効率的な事業運営の
ための改善

0

令和5年度

組織体制の見直し

名　称

左記以外の者

（計画）
　国のものづくり補助事業
等外部資金を活用した組
織体制の維持・強化

　国のものづくり補助事業等外部資
金を活用し、組織体制の適正・強化
に努めた。

　外部研修の活用により、職員の経
営支援能力の向上に努めた。

　外部研修の活用により、職員の
経営支援能力の向上に努めた。

　国のものづくり補助事業等外部
資金を活用し、組織体制の適正・
強化に努めた。

設立年月日

0985-24-4278

宮崎県中小企業団体中央会

昭和30年12月8日

特記事項

総出資額

　県内唯一の中小企業連携組織支援のための商工団体である。

設立目的

会長　堀之内芳久

0

http://www.himuka.or.jp/

宮崎市松橋２－４－３１
宮崎県中小企業会館３階

所在地

令和6年度

　中小企業等協同組合法及び中小企業団体の組織に関する法律に基づいて設立された特別認可法人で、地区内にお
ける中小企業等協同組合、協業組合、商工組合及び同連合会、商店街振興組合及び同連合会、生活衛生同業組合及
び共同出資会社、任意グループ等の組織、事業及び経営の支援など、組合等の健全な発達を図るために必要な事業
を行うとともに、中小企業の経済的地位の向上を図るため、中小企業の連携を促進し、その支援のための必要な事
業を行うことを目的とする。

内容

県所管部・課
商工観光労働部

商工政策課

-

　宮崎県商工会議所連合会及び宮
崎県商工会連合会との共同事業に
よる取組として、中小企業等経営基
盤強化支援事業を実施し、より密接
に協調・連携することで中小企業連
携組織支援機関としての機能を発揮
した。

改
革
工
程

③
県
と
公
社
等
の

関
係
見
直
し

人的支援
見直し

財政支出
見直し

経営・事業
運営改善

④情報公開推進

自主財源確保の取組（会
員の増大等）

　県産業施策とリンクした事業を
実施することにより、より効率的
な補助事業を実施した。

ホームページ等による情
報公開の継続

①公社等のあり
方見直し

非常勤

職員数

将来を見据えた職員の育
成

　ホームページ等による情報公
開を行った。

財
政
支
出
等

人
的
支
援

常　勤

　第２次ビジョン(中期経営計画)
に基づき、事業運営に取り組ん
だ。

県委託料

その他の県からの支援等

役員数　

財務改善

組織等適
正化

令和5年度

（千円）

　支出経費削減を推進し、手数料収
入の確保等により、財務体質の向上
に努めた。

補助事業の精査等による
財政支出の見直し

（人）

県
関
与
の
状
況

県補助金
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令和5年度 令和6年度

決算額(千円) 予算額(千円)

① 109,082 115,159 補助金

② 2,000 0 補助金

③

④

⑤

令和6年度 令和7年度

実績値 達成度(%) 目標値 目標値

① 673 122.4% 550 550

② 1,393 116.1% 1,200 1,200

③ 1,795 92.1% 1,950 1,950

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

収入 Ａ 766,821 197,065 212,676 Ａ 309,223 328,554 340,623

　事業収入 43,833 33,495 33,793 101,736 104,442 104,314

　補助金等収入 674,263 114,827 115,415 207,487 224,112 236,309

　上記以外の収入 48,726 48,744 63,469 負債 Ｂ 200,681 216,490 226,461

支出 Ｂ 762,730 194,564 211,577 流動負債 11,737 12,873 17,353

　事業費 613,707 42,586 57,701 188,944 203,617 209,108

　管理費 149,023 151,978 153,876 正味財産 Ａ－Ｂ 108,542 112,064 114,163

　その他の支出 0 0 0 うち基本金 70,995 71,015 70,985

4,091 2,502 1,099 4,091 2,502 1,099

令和6年度 令和7年度

実績値※ 達成度(%) 目標値 目標値

13.8 172.5% 8.0 8.0

※ 令和5年度 実績値の算式

32.3 115.4% 28.0 28.0

※ 令和5年度 実績値の算式

52.2 105.1% 55.0 55.0

※ 令和5年度 実績値の算式

事業名 事業内容

財
務
状
況

③

　　　　　　　　  　　貸借対照表　　　  　　　　（千円）　　　　　　　　  　　収支計算書　　　  　　　　（千円）

自己収入比率
（自己収入＋自主事業収入）/当期
収入合計×100（％）

（件）

種別

①　組合の組織化推進（組合設立）・創業推進
②　既存組合等及び組合員企業への実地支援・指導
③　経営環境の変化に対応した組合等連携組織への具体的支援
④　人材育成支援への取組
⑤　組合及び組合員企業のＩＴ経営化支援並びに情報提供
⑥　県内組合及び業界の課題、景気動向、労働事情、緊急的課題に関する情報収集・提供
⑦　地域中小企業の経営基盤の強化
⑧　雇用対策・労働問題の取組
⑨　中央会の支援・指導機能の強化
⑩　食品産業の経営力強化・活性化支援
⑪　ものづくり中小企業に対する設備投資や販路開拓支援

自主事業費/当期支出合計×100
（％）

8.0

※千円未満を四捨五入して表示しているため、合計の金額と一致しない場合があります。

組合巡回訪問件数

（63,469（千円）+5,250（千円））/212,676（千円）×100%

29,159(千円）/211,577（千円）×100(%)

自主事業比率

55.0

指標の設定に関する
留意事項

算式（単位）

窓口・電話等相談件数

（件）

②

固定負債

流動資産

1,950

 宮崎県中小企業団体中央会等補助金

指標の設定に関する
留意事項

財
務
指
標

指標名 算式（単位）

①

うち当期正味財産増減額

28.0

県補助金等比率
（県委託料＋県補助金）／当期収入
合計×100（％）

（０（千円）＋111,082（千円）/212,676千円×100%

目標値

令和5年度

　

令和5年度

（件）

固定資産

　

直近の県監査
の状況

組合巡回指導事項別件数

中小企業団体中央会九州大会開催事業
費補助金

当期収支差額　Ａ－Ｂ

資産

1,200

指標名

活
動
指
標

主
な
県
財
政
支
出
の
内
容

550

中小企業連携組織化の推進及び中小企業団体の育成・指導

第62回中小企業団体九州大会の開催費用

目標値

実
施
事
業
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改革工程 活動内容 財務内容 組織運営 改革工程 活動内容 財務内容 組織運営

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

公社等
自己評価

総
合
評
価

評価 (Ａ.良好､Ｂ

ほぼ良好､Ｃやや課題あ
り、Ｄ課題多い)

公社等改革
推進委員会
三次評価

評価 (Ａ.良好､Ｂほぼ良

好､Ｃやや課題あり、Ｄ課題
多い)

目　標
達成度

　活動内容については、組合巡回訪問件数と組
合巡回指導事項別件数が目標値を上回っており
評価できる。
　財務内容については、いずれの指標も目標を
達成している点で評価できるが、九州大会開催
によるところも大きい。
　引き続き、中小企業組合の支援を充実させる
とともに、自主財源確保に向けた取組を進め、
自立性の高い財務運営に努めていくことが求め
られる。

　中央会は、中小企業の組織化支援を行う県内唯一
の商工団体であり、中小企業組合の設立支援や運営
指導等を通じて本県中小企業の経営力強化に大きく
寄与している。また、令和４年５月に策定した
「2025年に向けた第２次宮崎県中央会ビジョン」に
基づき、組合支援に関する自己改革に取り組むな
ど、その活動内容は高く評価できる。
　活動指標の達成度については、窓口・電話等相談
件数においては、目標値を下回っているが、組合巡
回訪問件数及び組合巡回指導事項別件数において
は、いずれも目標値を上回っており積極的な指導･相
談に取り組んだ結果と評価できる。
　財務指標については、全ての指標で目標を達成し
ているが、これは九州大会を開催した事によるとこ
ろが強く、自主財源が会員会費収入などに限られて
いる状況ではあるが、引き続き、指導員の資質向上
や、効率的・効果的な事業運営等に取り組む必要が
ある。

県所管部課
二次評価

　本会は、中小企業組合への支援を通じた地域中小
企業の振興・発展に重要な役割を担っているとの認
識のもと、従来から行っている中小企業組合の組織
化や組合事業運営、管理等の支援のみならず、「宮
崎県食品産業協議会」の事務局として、みやざき
フードビジネス振興構想の一翼を担う、県内食品産
業の販売力強化を積極的に展開した。
　また、ものづくり補助金の地域事務局として県内
中小企業の設備投資を促し、生産性向上、新たな市
場開拓、雇用促進等本県中小企業の底上げにも取り
組んだ。
　財務内容については、経常収入の確保と経常支出
の削減を積極的に行うなど、安定した経営基盤の確
立に努めている。
　今後も、令和４年５月に制定した「2025年に向け
た第２次宮崎県中央会ビジョン」に基づき、より効
率的な事業運営と計画の適正執行を進めるととも
に、本会の支援機能の維持・強化に必要不可欠とな
る指導員の資質向上に取り組んでいきたい。

0% 50% 100% 150% 200%

活動指標①

活動指標②

活動指標③

財務指標①

財務指標②

財務指標③


